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森町告示第58号 

 森町補助金等交付規則（昭和42年森町規則第３号）第22条の規定に基づき、森町

木造住宅除却助成事業費補助金交付要綱を次のように定める。 

  令和６年３月29日 

 

森町長  太  田  康  雄 

 

森町木造住宅除却助成事業費補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 町長は、地震発生時における木造住宅の倒壊等による災害及び土砂災害等

による被害を防止するため、プロジェクト「ＴＯＵＫＡＩ－０」総合支援事業費

補助金交付要綱（平成18年４月３日付け住安第２号静岡県都市住宅部長通知）に

基づき木造住宅除却助成事業を実施する者に対し、予算の範囲内において補助金

を交付するものとし、その交付に関しては、森町補助金等交付規則（昭和42年森

町規則第３号）及びこの要綱に定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

(１) 木造住宅除却助成事業 昭和56年５月31日以前に建築された木造住宅又は

同日において工事中であった木造住宅に対し、次のいずれにも該当する者が行

う除却事業をいう。 

ア 森町建築物等耐震化促進事業費補助金交付要綱（平成14年森町告示第108

号）に基づく補助金の交付を受けていない者 

イ 森町建築物等耐震化促進事業費補助金交付要綱（令和３年森町告示第51

号）に基づく補助金の交付を受けていない者 

(２) 木造住宅 木造軸組工法で建築され、個人が所有する住宅のうち、耐震診

断の評点が1.0未満のもの又は補助事業者が自ら国土交通省住宅局監修の誰で

もできるわが家の耐震診断を実施した結果の評点の合計が９点以下のものをい

う。 

(３) 除却事業 木造住宅の全てを除却し、耐震性のある建築物へ住み替える事
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業をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者は、次の各号のいずれかに該当する

者とする。 

(１) 対象住宅を所有する者 

(２) 所有者の承諾を得て木造住宅除却助成事業を行う者 

（補助の対象及び補助金の額） 

第４条 補助の対象は、木造住宅除却助成事業に要する経費（公共工事等の施行に

伴う移転費用補償等を受ける場合は、当該金額を木造住宅除却助成事業に要する

経費から差し引いた額）とし、補助金の額は、別表に定めるとおりとする。ただ

し、補助対象経費が消費税法（昭和63年法律第108号）第３章の規定による仕入

れに係る消費税額の控除の対象となる場合は、別表に定めるところにより算出し

た額から当該控除の対象となる消費税及び地方消費税の額を控除した額とする。 

２ 前項の補助金の額に1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てるもの

とする。 

（交付の申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「補助事業者」という。）は、補

助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、町長に提出しなけれ

ばならない。 

(１) 事業計画書（様式第２号） 

(２) 除却事業に要する経費の見積書の写し 

(３) 木造住宅の建築年次を証明する書類 

(４) 木造住宅の所有者を証明する書類 

(５) 所有者の承諾書（所有者以外の申請の場合） 

(６) 付近見取図 

(７) 耐震診断結果報告書等の写し又は誰でもできるわが家の耐震診断の結果書

の写し 

(８) 除却事業に係る木造住宅の配置図及び各階平面図 

(９) 木造住宅の外部２方向程度の写真 

(10) その他町長が必要と認める書類 
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（交付の決定） 

第６条 補助金の交付決定の通知は、補助金の交付について（決定）（様式第３

号）によるものとする。 

（交付の条件） 

第７条 次に掲げる事項は、交付の決定をする際の条件となるものとする。 

(１) 事業の着手は、補助金の交付決定通知後としなければならないこと。 

(２) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成12年法律第104号）

に規定する適正な分別解体、再資源化等を実施しなければならないこと。 

(３) 次に掲げる事項のいずれかに該当するときには、あらかじめ町長の承認を

受けなければならないこと。 

ア 補助事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をしようとするとき。 

イ 補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

(４) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難とな

った場合は、速やかに町長に報告して、その指示を受けなければならないこと。 

(５) 補助事業により更地となった土地については、事業完了後においても善良

な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な活用を図らなければ

ならないこと。 

(６) 補助金の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理し、並びにこ

れらの帳簿及び書類を補助金の交付を受けた年度終了後５年間保管しなければ

ならないこと。 

（変更の承認申請） 

第８条 変更の承認申請の提出書類は、次に掲げるとおりとする。 

(１) 変更承認申請書（様式第４号） 

(２) 別に定める関係書類 

（変更の決定） 

第９条 町長は、補助事業の変更を決定したときは、補助金の事業計画の変更につ

いて（様式第５号）により補助事業者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第10条 補助事業者は、事業が完了したときは、実績報告書（様式第６号）に次に

掲げる関係書類を添えて、事業完了の日から起算して30日を経過した日又は補助
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金の交付の決定のあった日の属する年度の末日のいずれか早い日までに、町長に

報告しなければならない。 

(１) 除却事業に係る領収書の写し 

(２) 建築基準法（昭和25年法律第201号）第15条第１項の規定による建築物除

却届又は建築工事届の写し 

(３) 除却事業の除却中及び除却完了後の写真（２方向以上） 

(４) その他町長が必要と認める書類 

（交付の確定） 

第11条 町長は、前条の報告を受けた場合は、その内容を審査し、適当であると認

めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助金の交付について（確定）

（様式第７号）により、補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第12条 前条の規定による通知を受けた補助事業者が補助金を請求しようとすると

きは、補助金の交付について（確定）を受領した日から起算して10日を経過した

日までに、請求書（様式第８号）を町長に提出しなければならない。 

（雑則） 

第13条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この告示は、令和６年４月１日から施行し、令和６年度分の補助金から適用する。 

別表（第４条関係） 

補助対象 補助金の額 

除却事業 
１棟につき、除却事業に要する経費に100分の23を乗じて得た額と40万

円とを比較していずれか少ない額 

 


